
大阪府後期高齢者医療広域連合

統一的な新公会計基準に基づく財務書類

令和２年度



【様式第１号】

（単位：千円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 9,917,307 固定負債 -

有形固定資産 5,621 地方債 -
事業用資産 4,100 長期未払金 -

土地 - 退職手当引当金 -
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 6,369 その他 -
建物減価償却累計額 -2,268 流動負債 43,161,416
工作物 - １年内償還予定地方債 -
工作物減価償却累計額 - 未払金 43,157,536
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 2,493
航空機 - 預り金 1,387
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 795
その他減価償却累計額 -795
建設仮勘定 - 負債合計 43,161,416

インフラ資産 - 【純資産の部】
土地 - 固定資産等形成分 9,917,307
建物 - 余剰分（不足分） 18,799,835
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 10,275
物品減価償却累計額 -8,755

無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -

投資その他の資産 9,911,686
投資及び出資金 -

有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 738,639
長期貸付金 -
基金 9,201,672

減債基金 -
その他 9,201,672

その他 -
徴収不能引当金 -28,625

流動資産 61,961,251
現金預金 61,936,074
未収金 25,177
短期貸付金 -
基金 -

財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 純資産合計 28,717,142

資産合計 71,878,558 負債及び純資産合計 71,878,558

科目 科目

貸借対照表
（令和３年３月31日現在）



【様式第２号】

（単位：千円）
金額

経常費用 1,144,962,910

業務費用 7,969,163

人件費 49,464

職員給与費 30,368

賞与等引当金繰入額 2,493

退職手当引当金繰入額 -

その他 16,603

物件費等 7,159,568

物件費 7,154,601

維持補修費 2,957

減価償却費 2,011

その他 -

その他の業務費用 760,131

支払利息 261

徴収不能引当金繰入額 28,625

その他 731,245

移転費用 1,136,993,748

補助金等 1,136,993,748

社会保障給付 -

他会計への繰出金 -

その他 -

経常収益 1,266,613

使用料及び手数料 -

その他 1,266,613

純経常行政コスト 1,143,696,298

臨時損失 -

災害復旧事業費 -

資産除売却損 -

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 -

資産売却益 -

その他 -

純行政コスト 1,143,696,298

科目

行政コスト計算書
自　令和２年４月 １日
至　令和３年３月31日



【様式第３号】

（単位：千円）

科目 合計
固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 19,165,381 14,484,237 4,681,144

　純行政コスト（△） -1,143,696,298 -1,143,696,298

　財源 1,153,248,059 1,153,248,059

　　税収等 467,690,175 467,690,175

　　国県等補助金 685,557,883 685,557,883

　本年度差額 9,551,761 9,551,761

　固定資産等の変動（内部変動） -4,278,475 4,278,475

　　有形固定資産等の増加 - -

　　有形固定資産等の減少 -2,011 2,011

　　貸付金・基金等の増加 4,223,536 -4,223,536

　　貸付金・基金等の減少 -8,500,000 8,500,000

　資産評価差額 - -

　無償所管換等 - -

　その他 - -288,456 288,456

　本年度純資産変動額 9,551,761 -4,566,930 14,118,691

本年度末純資産残高 28,717,142 9,917,307 18,799,835

純資産変動計算書
自　令和２年４月 １日
至　令和３年３月31日



【様式第４号】

（単位：千円）
金額

【業務活動収支】
業務支出 1,161,315,911

業務費用支出 24,322,163
人件費支出 46,963
物件費等支出 7,157,566
支払利息支出 261
その他の支出 17,117,374

移転費用支出 1,136,993,748
補助金等支出 1,136,993,748
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 -

業務収入 1,198,030,811
税収等収入 475,165,050
国県等補助金収入 721,463,554
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 1,402,207

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 36,714,900
【投資活動収支】

投資活動支出 4,223,536
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 4,223,536
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 8,500,000
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 8,500,000
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 4,276,464
【財務活動収支】

財務活動支出 -
地方債償還支出 -
その他の支出 -

財務活動収入 -
地方債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 -
本年度資金収支額 40,991,364
前年度末資金残高 20,943,323
本年度末資金残高 61,934,687

前年度末歳計外現金残高 1,239
本年度歳計外現金増減額 148
本年度末歳計外現金残高 1,387
本年度末現金預金残高 61,936,074

科目

資金収支計算書
自　令和２年４月 １日
至　令和３年３月31日



附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細
①有形固定資産の明細 （単位：千円）

区分
前年度末残高

（Ａ）
本年度増加額

（Ｂ）
本年度減少額

（Ｃ）

本年度末残高
（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）

（Ｄ）

本年度末
減価償却累計額

（Ｅ）
本年度償却額

差引本年度末残
高

（Ｄ）－（Ｅ）
事業用資産 7,163 - - 7,163 3,063 806 4,100
　土地 - - - - - - -
　立木竹 - - - - - - -
　建物 6,369 - - 6,369 2,268 806 4,100
　工作物 - - - - - - -
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他 795 - - 795 795 - 0
　建設仮勘定 - - - - - - -
インフラ資産 - - - - - - -
　土地 - - - - - - -
　建物 - - - - - - -
　工作物 - - - - - - -
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定 - - - - - - -
物品 10,275 - - 10,275 8,755 1,205 1,521

合計 17,439 - - 17,439 11,818 2,011 5,621

②有形固定資産の行政目的別明 （単位：千円）

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産 - - 4,100 - - - - 4,100
　土地 - - - - - - - -
　立木竹 - - - - - - - -
　建物 - - 4,100 - - - - 4,100
　工作物 - - - - - - - -
　船舶 - - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - - -
　航空機 - - - - - - - -
　その他 - - 0 - - - - 0
　建設仮勘定 - - - - - - - -
インフラ資産 - - - - - - - -
　土地 - - - - - - - -
　建物 - - - - - - - -
　工作物 - - - - - - - -
　その他 - - - - - - - -
　建設仮勘定 - - - - - - - -
物品 - - 1,521 - - - - 1,521

合計 - - 5,621 - - - - 5,621



④基金の明細 （単位：千円）

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

（貸借対照表計上額）
（参考）財産に関する

調書記載額

財政調整基金 - - - - - -

減債基金 - - - - - -

後期高齢者医療給
付費準備基金

9,201,672 - - - 9,201,672 9,201,672

合計 9,201,672 - - - 9,201,672 9,201,672



⑥長期滞留債権の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

a)診療報酬の返還金
　　（対医療機関）

640,517 23,106

b)a)にかかる加算金 12,481 415

c)個人宛未収金
　（高額介護合算・給付費・労災等）

1,909 65

d)負担割合相違にかかる返還金 9,875 452

e)資格喪失後受診にかかる返還金 53,374 3,077

f)診療報酬等の返還金
　（対 施術所）

20,482 1,511

合計 738,639 28,625

⑦未収金の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

a)診療報酬の返還金
　　（対医療機関）

2,460 -

b)a)にかかる加算金 - -

c)個人宛未収金
　（高額介護合算・給付費・労災等）

7,571 -

d)負担割合相違にかかる返還金 1,997 -

e)資格喪失後受診にかかる返還金 13,149 -

f)診療報酬等の返還金
　（対 施術所）

- -

合計 25,177 -



３．純資産変動計算書の内容に関する明細

（１）財源の明細 （単位：千円）

会計 区分 金額

-

-

-

-

181,523

181,523

-

-

-

-

2,577

-

-

2,577

2,577

184,100

-

-

-

467,508,652

467,508,652

-

-

-

-

219,515,886

370,517,232

95,522,188

685,555,306

685,555,306

1,153,063,959

（２）財源情報の明細 （単位：千円）

国県等補助金 地方債 税収等 その他

1,143,696,298 685,555,306 - 458,136,488 4,504

- - - - -

4,223,536 - - 4,223,536 -

- - - - -

1,147,919,834 685,555,306 - 462,360,024 4,504

一般会計

税収等

地方税

地方交付税

地方譲与税

後期高齢者交付金

小計

国県等補助金

資本的補助金

国庫支出金

都道府県等支出金

市町村等支出金

分担金及び負担金

計

市町村等支出金

計

小計

合計

財源の内容

その他

計

経常的補助金

国庫支出金

都道府県等支出金

特別会計

計

小計

合計

市町村等支出金

税収等

国県等補助金

資本的補助金

経常的補助金

都道府県等支出金

合計

区分 金額

地方税

地方交付税

地方譲与税

その他交付金

小計

国庫支出金

純行政コスト

有形固定資産等の増加

貸付金・基金等の増加

国庫支出金

都道府県等支出金

内訳

市町村等支出金



４．資金収支計算書の内容に関する明細

（１）資金の明細 （単位：千円）

種類 本年度末残高

現金 -

要求払預金 61,634,687

短期定期預金 300,000

短期投資 -

合計 61,934,687



１ 重要な会計方針

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

実際の取得原価に基づき評価しています。

②有価証券等の評価基準及び評価方法

該当事項はありません。

定額法によっています。

④引当金の計上基準及び算定方法

⑤リース取引の処理方法

該当事項はありません。

⑥資金収支計算書における資金の範囲

⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等は税込方式によっています。

２ 重要な会計方針の変更等

該当事項はありません。

３ 重要な後発事象

該当事項はありません。

４ 偶発債務

該当事項はありません。

５ 追加情報

① 対象範囲（対象とする会計名）

一般会計及び後期高齢者医療特別会計を対象としています。

② 出納整理期間について

③ 財務書類の表示金額単位

記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。

④ 基準変更による影響額及び影響額の内訳

⑤ 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

⑥ 既存の決算情報との関連性

ストック情報（資産・負債）や現金支出を伴わないコストを発生主義で認識しています。

⑦ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

資金収支計算書の業務活動収支 36,714,900 千円

減価償却費 ▲ 2,011 千円

賞与等引当金繰入額 ▲ 2,493 千円

徴収不能引当金の増減額 ▲ 20,159 千円

未収金の増減額 ▲ 219,569 千円

長期延滞債権の増減額 ▲ 268,297 千円

未払金の増減額 ▲ 26,650,611 千円

純資産変動計算書の本年度差額 9,551,761 千円

貸借対照表の純資産における固定資産等形成分とは、資産形成のために充当した資源の蓄積を
いい、固定資産の額に相当する金額を計上しています。また、余剰分（不足分）とは、費消可能な
資源の蓄積（原則として金銭）をいい、流動資産から負債を控除した額を計上しています。

該当事項はありません。

地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度に係る出納
整理期間（令和３年４月１日～５月31日）における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会
計年度末の計数としています。

現金（手許現金、要求払預金）及び現金同等物（１年以内の定期預金、出納整理期間中の取引に
より発生する資金の受払いも含む）を資金収支計算書における資金の範囲としています。

該当事項はありません。なお、出向者に係る給与については出向元で負担されているため、賞与
引当金についても計上していません。


